


地域医療支援病院
兵庫県指定がん診療連携拠点病院
日本医療機能評価機構認定病院

病床数：414床
平成28年度の診療実績
外来患者数：204757人/年
入院患者数：10211人/年
平均在院日数：11.1日
平成29年度の診療体制
医師数：125名
診療科：26診療科
消化器内科、呼吸器内科、血液内科、
糖尿病内科、循環器内科、老年内科、
アレルギー疾患リウマチ科、心療内科、
小児科、小児外科、外科、乳腺外科、
呼吸器外科、整形外科、脳神経外科、
泌尿器科、眼科、耳鼻いんこう科、
放射線診断科、放射線治療科、麻酔科、
歯科口腔外科、病理診断科
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平成28年度 7180/年



市立伊丹病院の外来患者の地域別分布
(2016年）



市立伊丹病院の外来患者の内訳
(2016年）







75歳以上の高齢者の急速な増加

(資料)総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」(平成24年1月推計)出生中位(死亡中位)推計

2010年の値は総務省統計局「平成22年国勢調査による基準人口」(国籍・年齢「不詳人口」を按分補正した人口)による。



日本人の平均寿命と健康寿命

厚生労働省 統計情報・白書 簡易生命表
日本の平均寿命の推移をク◌゙ラフ化してみる(2017年)(最新)	-	カ◌゙ヘ◌゙ーシ◌゙
ニュース	

平均寿命は厚生労働省 生命簡易表

健康寿命は、厚生労働科学研究費補助金「健康寿命におけ

る将来予測と生活習慣病対策の費用対効果に関する研究」

女性

男性



日本の社会保障費に関する最近の動向

日本経済新聞 平成29年7月15日

高齢化に伴う社会保障費の自然増6300億円を5000億
円に圧縮（財務省・厚生労働省）
• 薬価下げ
• 診療報酬下げ
• 在宅介護の報酬適正化
• 介護の生活援助のサービスの適正化 など

2025年までに大企業の健康保険組合の4分の1は
財政悪化で解散の危機に追い込まれる。
（健康保険組合連合会内部試算）
• 後期高齢者むけ医療費を補填するための「支援金」が急
増することが主因



厚生労働省 社会保障に係わる費用の将来推計について

社会保障に係わる費用の将来推計



日本の公的な社会保険制度

• 医療保険(1961年；国民皆保険体制のスタート）

• 年金保険(1961年；国民皆年金体制のスタート）

• 労災保険(1947年）

• 雇用保険(1974年）

• 介護保険(2000年）



医療保険制度の財源構成

日本掲載新聞 医療制度の基礎を改変



医療費と医療費の伸び率の推移

日本掲載新聞 医療制度の基礎を改変



介護保険の仕組み

財源とサービスの提供体制 申請の手順と要支援・要介護の目安

区分 状態（大まかな目安）

要支援1 介護は必要ない者の生活の一
部に支援が必要な状態。介護
サービスを適応に利用すれば
心身の機能の改善が見込まれ
る。

要支援2 要介護1と同様の状態ではある
ものの、介護サービスを適応に
利用すれば心身の機能の改善
が見込まれる。

要介護1 立ち上がりや歩行が不安定。排
泄や介助に部分的な介助が必
要な状態。

要介護2 立ち上がりや歩行などが自力で
は困難。排泄や入浴などに一部
または全面的な解除が必要な
状態。

要介護3 立ち上がりや歩行などが自力で
は出来ない。排泄や入浴・衣服
の脱着など全面的な介助が必
要な状態。

要介護4 日常生活の上での能力の低下
が見られ、排泄や入浴・衣服の
脱着など全面的な解除が必要
な状態

要介護5 日常生活全般について全面的
な介助が必要な状態。意思の
伝達も困難となる状態も含む。



高齢者人口と要介護認定率

厚生労働省ホームページ 政策について 地域包括ケアシステム
介護保険制度を取り巻く状況 介護保険事業状況報告 他



要介護度別の認定者数の推移

厚生労働省ホームページ 政策について 地域包括ケアシステム
介護保険制度を取り巻く状況 介護保険事業状況報告 他



要介護費用の推移

厚生労働省ホームページ 政策について 地域包括ケアシステム
介護保険制度を取り巻く状況 介護保険事業状況報告年報



日本の経済成長率の推移

年度ベース。複数年度平均は各年度数値の単純平均。1980年度以降は「平成12年版国民経済計算年報」、
1981〜94年度は年報（平成21年度確報による。それ以降は2008SNA	に移行。2017年1-3月期2次速報値。

内閣府SNAサイト



歳出・歳入構造の変化

厚生労働省ホームページ 政策について なぜ今、改革が必要なの？



産経新聞 平成29年8月4日

第3次安部第3次改造内閣 総務大臣会見





社会保障制度改革国民会議

2012年2月
「社会保障・税一体改革大綱」
団塊の世代が75歳以上の後期高齢者となる2025年を目指し

て、
消費税の引き上げを実施したうえで、その増収分を財源として、
社会保障の充実と安定を図る

2012年8月6日
「消費税関連法案」

2012年8月22日
「社会保障制度改革推進法」
社会保障制度改革のために必要な法政上の措置は、この法

律 施行後1年以内に社会保障制度改革国民会議（国民会議）を
開 催し、その審議の結果を踏まえて講ずる

社会保障制度改革国民会議の設置



国民会議報告書
II章 医療・介護分野の改革

かつての『病院完結型』から、患者の住み慣れた地域や住宅での生活のための
医療、地域全体で治し、支える『地域完結型』の医療、医療と介護、さらには住ま
いや自立した生活の支援までもが切れ目なくつながる医療に変わらざるをえな
い。

しかし、現実には「医療システムはそうした姿に変わっていない」

2014年6月18日
地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備
に関する法律 （医療介護一括法）
医療法改正・介護保険法改正をあわせ19本の改正法を一括としたパッケー

ジ

医療・介護分野の改革
病院完結型 ⇒ 地域完結型

医療と介護が連携した
地域医療包括ケアシステムというネットワークの構築



社会保障国民会議を踏まえた改革の方向性

厚生労働省ホームページ 政策について 具体的には何を改革するの？



社会保障の充実

厚生労働省ホームページ 政策について 何のための負担なの？



地域包括ケアシステム

地域包括ケア研究会報告書より 平成25年3
月



地域包括ケアシステム構築のプロセス（概念図）

厚生労働省ホームページ 政策について 地域包括ケアシステム



地域包括支援センターの業務

厚生労働省ホームページ 政策について 地域包括ケアシステム
地域包括支援センターについて



「地域ケア会議」を利用した個別課題解決から地域包括ケアシステム実現
までのイメージ

厚生労働省ホームページ 政策について 地域包括ケアシステム



医療・介護サービス保障の強化

厚生労働省ホームページ 政策について 地域包括ケアシステム



特定の機能を有する病棟における病床機能報告の取り扱い

「医療・介護情報活用による改革の推進に関する専門調査会」 (2016年3月23日）



地域医療構想が目指す将来像



2025年に向けた医療機能再編のイメージ





兵庫県の地域医療構想における構想区域

構想区域の設定
医療法施行規則第 30	条の 28	の2に基づき、人口構
造変化の見通しその他の医療需要の動向、医療従

事者及び医療提供施設の配置状況の見通し、その他
の事情を考慮して、兵庫県保健医療計画に定める二

次保健医療圏と同一の区域を、地域医療構想におけ

る構想区域として設定する。

出典： 兵庫のすがた2015



兵庫県の人口構成と世帯数の見込み

2025年には人口527万人のうち65
歳以上人口が160万人(30.4%)、
75歳以上人口が97万人(18.3%)に
上ると推計される。

世帯数は2020年に概ねピークを
迎えるが、高齢単身・高齢夫婦世
帯も多く、家族の介護能力が危惧
される。



医療費の概況と世代別構成比

2013年度の国民一人あたりの医療費
は、65歳以上(72万円)は65歳未満(18
万円)の約4倍、75歳以上(90万円)は
65歳未満の約5倍となっており、後期
高齢者の増加が医療費の増加に直
結している。



後期高齢者の要介護認定率
(37.2%)は前期高齢者の要介護認
定率(5.2%)の7倍以上で後期高齢
者の増加は介護費用の増加に直
結する。

県内の認知症高齢者数は2015年
には約24万人(高齢者の約15.7〜
16.0%)であるが、2025年には約
30〜33万人(高齢者の19.0〜
20.6%)に増加すると見込まれる。

県内の要介護認定者数および
認知症高齢者数の見込み



阪神北医療圏域

日本医師会地域医療情報システム 阪神北医療圏域



阪神北医療圏域の将来推計人口と
医療介護需要予測指数

将来推計人口 医療介護需要予測指数

国立社会保障・人口問題研究所(2013年3月推計）
• 福島県の各市町村はの各市町村は、県全体の推計
値を2010年国勢調査人口で按分

• さいたま市、相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、堺
市、岡山市、熊本市の各区は、自然体の推計値を
2010年の国勢調査人口で按分

各年の需要量を以下で計算し、2015年の国勢調査に
基ずく需要量＝100として指数化
• 各年の医療需要量＝〜14歳ｘ0.6+15〜39歳ｘ0.4+40〜64歳ｘ

1.0+65〜74歳ｘ2.3+75歳〜x3.9
• 各年の介護需要量＝40〜64歳ｘ1.0+65〜74歳ｘ9.7+75歳〜87.3

日本医師会地域医療情報システム 阪神北医療圏域



兵庫県の医療圏域別の
病院・一般診療所・歯科診療所数

兵庫県ホームページ 暮らし・教育 兵庫県地域医療構想



医療圏域別の規模別病院数

兵庫県ホームページ 暮らし・教育 兵庫県地域医療構想



兵庫県の高度急性期・急性期に関する医療資源



阪神北医療圏域からの
流出：231.9/日
流入：59.4/日

阪神北医療圏域からの
流出：469.7/日
流入：221.2/日

患者の受療動向 （高度急性期・急性期）

兵庫県ホームページ 暮らし・教育
兵庫県地域医療構想



阪神北医療圏域からの
流出：438.5/日
流入：241.3/日

阪神北医療圏域からの
流出：475.3/日
流入：594.2/日

患者の受療動向 （回復期・慢性期）

兵庫県ホームページ 暮らし・教育
兵庫県地域医療構想



2025年の必要病床数推計結果

兵庫県ホームページ 暮らし・教育 兵庫県地域医療構想



市立川西病院

北部急務センター

キセラ川西センター

近畿中央病院
(平成32年1期、平成34
年度2期オープン）

川西市立総合医療センター
（平成33年7月開設予定）

一般病床 322床
HCU 8床
緩和ケア病床 4床

病床数 400床
一般病棟(7対1）
ICU,CCU,SCU,HCU
など

市立伊丹病院
地域医療介護総合確保基金
「病床機能転換推進事業」
急性期病床の33床を高度急性期
病床（循環器系病床）へ転換

平成29年度阪神北圏域地域医療構想調整会議
平成29年7月28日



ご清聴ありがとうございました。


